
諏訪地域の中堅ものづくり 企業の経営と 産学食連携 

0 古舘 宿主 ( 諏訪東京理科大 ) , 佐藤貴臣 ( 東京理科大 ) 

。 上 ヤ 諏訪地域の産業発展の 

訪 地域は。 岡谷市、 諏訪市、 茅野市、 下 訪町 、 富士見町、 原村の 力 市町村を指し 諏訪湖を中 

。 ひとした人ロ 2 万人の圏域で 諏訪圏域とも 呼称され、 戦前にほ生糸産業の 一大葉 地 として栄え、 戦後に 

おいてほ時計、 カメラ等の精密 加 1 工業への転換を 図り。 現在では電子。 電気産業や自動車産業の 超精密部 

品 ( スーパーデバイス ) の供給地域として 注 

そもそも諏訪地域の エ とのかかわりは 明 ことができる。 明治 5 年に官営富岡製糸工場 

産 興業が進められ 岡谷市の職人たちほこれを 模倣 し 独自で工 

製糸工場を工 /5               その後。 全国 5 つの製糸工場のうち 

4 つが 岡谷市に生ま 、 生糸の一大生産地域となったのであ る。 

しかし、 日本に化学繊維が 普及するに従って、 製糸工業 は 大きな打撃を 受け衰退していった。 その後 " 東 

京から軍需工場の 疎開に始まり、 戦時中には、 時計。 カメラ、 オルゴールなどの 減産業が諏訪地域に 

疎開し始め、 製糸工場の後に 残った工場設備。 倉庫や蒸気などの 動力源を有効に 活用することとなった。 

諏訪地域の精密機械工業の 起源 は 次の 4 つに分類される 2) 。 

第 - の起 、 源は 製糸工業に った 。 製糸工場の に 当たっていた 企業がバルブやコンベア 製 

品を供給して 発展したものであ る。 第こ の起源は第二次大戦の 疎開工場の立地としてであ る。 第二精工合、 

高千穂製作所 ( オリンパス工業 ) 。 田中ピストンリンバ ( 帝国ピストンリンバ ) などがこれにあ たる。 第二糖 

エ合諏訪工場が 下請協力会社 ( 大和 T 業 ) と合併し 訪 精工会となり、 さらに信州 精 と合併して。 今の セイ 

コーエプソンに 発展した。 第三の起源 は 第一の起源の 企業からのスピンオフであ る。 代表的な企業が 三協精 

機や八洲精機 ( 後の ヤ シカ ) であ る。 これらの企業もさらに 吸収合併により 変貌を遂げている。 現存している 

中小企業でもスピンオフした 企業が多い。 第四の起源は 農業従事者による 製造業企業の 創出であ る。 すな む 

ち。 大企業や中堅企業の 下請となる家内工業を 起こすという 創業が多く見られている。 農業との兼業を 行い 

ながら中小専業企業に 発展した。 このようにして。 時計。 カメラ。 オルゴールなどを 生産する大企業を 頂点 

とする中小企業のピラミッド 型垂直統合組織が 形成され、 革 年代から「東洋のスイス」としての 精密 

地の イメージが定着したのであ る。 

年代になると 大企業の主力製品の 変化に伴い海外立地が 進んだことにより、 ピラミッド型 垂 

直 統合組織が崩壊した。 多くの中小企業法大企業依存からの 脱却を余儀なくされ。 独自に超精密機械技術の 

追求や電子。 電気デバイス。 自動軍部品製造への 転換を図り、 販路を広く日本全土や 外にまで広げるに 至 

っており、 さらには。 航空宇宙や医療分野の 精密部品の研究開発へとその 活動範囲を広げつつあ る。 

年代以降。 これらの中小企業を 支援し 訪 地域の産業活性化を 図る目的で、 国のプロジェクト や 幾つか 

の ネット ヮ 一夕活動が始まった。 すなわち。 年に諏訪地域基盤的技術産業 集 活性化計画が 認定され。 

年には中央自動車道沿線産業クラスタ 一計画がスタートしたのもその - 環であ り ぷ 年にほ長野県テクノ 

訪 テクノレイクサイド 地域センターが 開所した。 また、 年からほ諏訪地域の 企業が各 

社の技術を発信する「 訪圏 工業メッセ」が 毎年 されるよ う になり、 20 
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図 3 。 諏訪地域の工業出荷額推移 
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訪 地域の事業所 と 従業員数の推移 

五年以降は従業員数 4 人の事業所を 調査対象としている ) 

2 諏訪地域の中堅。 中小企業のコア 技術と経営 

このように堅実な 発展を遂げている 諏訪地域企業の 技術経営の実態を 把握する目的で、 筆者らはアンケー 

ト調査や経営者へのインタビュ 一など⑫ 年 現在、 諏訪地域にほ 従業 

人 以上の事業所 している企業は 約 ぇ 

社 であ った。 こ 社の過去数年間の 財務 状 億円以上で従業員 

入 以上の企業。 地域で知名度の 高い企業。 独 に 伸びている企業を 

選択基準として 荏 

アンケート内容は 主に 、 ①企業の得意技術 ( コア技術 ) ②知的財産の 保護 ③今後の企業成長の 施策に関 

社から回答 ( 回収率 

2 一を。 企業の得意技術 目ア 技術 ) 

各企業の得意技術 ( コア技術 ) を以下に示す。 

金型設計。 製作～高精密プラスティック 成形品の製造。 販売の一貫体制 精密洗浄技術 クリーン化 加 

正 技術 産業機器製造技術 金型技術 流体制御技術 医療用具製造技術 省エネ機器製造技術 廃棄 

物 処理技術 継手部の構造設計技術 精密加工技術 ( プレス 加 T)  プソント 板 製造技術 電源設計 と 

製造技術 ポンプの設計。 製造技術 水処理装置の 設計。 製造技術 光学レンズ製造技術 金型設計製 

作 技術 プレス加工 W 冷間 造 ) 技術 新素材開発技術 映像技術 通信技術 微細精密部品加工技術 

特殊材料。 ナノ材料への 電気メッキ技術 レーザ一応用技術 シートメタル。 フ オーミング技術 積層 

金型技術 表面処理技術 遠心鋳造 ( 長尺 ) 技術 超音波機器製造技術 小径から太物までの 精密切削 

力 日工技術 AS SY による部曲 " 術 極小切削部品加工技術 微細大 加 T 技術 難削材 加工技術   バネ浦部品 加 T 技術 ケース絞り技術 光ディスクドライブ 製造 

技術 書き込み系の 開発設計ノウハ ローラー搬送技術 位置決め技術 

などであ り機械加工技術の 割合が多い。           回答を寄せた 企業の得意技術し ア 技術 ) ほほとんど重な 

っておらずオンリーワン 技術でオンリーワン 製品を作っていることがわかった。 
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自社の得意技術 ( コア技術 ) の獲得方法を 尋ねたと 他社と協力 
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社の製品開発を 通じて と い う もので、 

( 工 2 ㍉ ) 、 産学協同 % 。 ) は 少なかった。 

これに対し、 新たな技術の 行力法 は ついてほ図 2 に 

いものの外部からの 力を借りる 

えてきていることは、 技術の自社開発だけには 限界を 
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財産の保護について 

。 ・ 宙 何 

諏訪地域の企業 は オンリーワンの 特意 技術 ( コア技術 ) によりオンリーワン 製品を作り上げていると 述べ 

た 。 それでほこ らの得意技術 ( コア技術 ) の知的 産は何によって 保護されているのだろうか ?  図 3 に 

示すよ う に特許よりもノウハウによって 保護しているところが 若干多いようだ。 この内。 

ハウの両方によって 保 いるとの回答だった。 また " ここ 2 年間の特許取得件数 は & 

Ⅰ上 件以上がそれぞれ 吏社で 。 他 は無 回答であ った。 このことから 地域の大 

部分の企業 は 特許取得 ヰ牛 以下であ ることがわかる。 こ に 関連して特許出願があ る企業で、 知的 

権 を扱 う脅卜邑日 ( 許 部門 ) の設置 は 5 ㌔にすぎない ( 図 ) 。 一方、 特許取得が 寸 @@@ 

に 、 発明者に報奨金を 支払い開発者のモチベーション 向上を図っている 先進的な中堅企業も 存在している。 

、 企業は費用もかかる 特許の取得にはそれほど 関心が高いとほいえない。 

作りたい 

鴇 8 品 

図 3, 知的財産の保護 図 4 。 知財部門の設置 

2 一 3 。 今後の企業成長の 施策 

今後の企業の 成長のために 必要なものは。 新たな技術の 得か 営業活動の強化かと 尋ねた質問の 回答を図 

5 に示す。 両方が必要と 回答した企業もあ るが。 全体的には新たな 技術の獲得が 必要と答えた 企業が多い。 

訪 地域の企業は 自社の技術力に 自信を持っているので、 さらに技術を 磨きさえずれば 仕事の受注が 増える 

西ノ 」 か 意識なのであ ろう。 筆者らは営業活動の 強化と答える 企業が多いことを 期待したが予想に 反していだ。 

ところで営業活動を 強化するに関連して、 その強化方法を 尋ねた結果を 図㊧に示す。 諏訪 圏 工業メッセへの 

出展などイベント 出展がほ しし 畦用 、 待ちの姿勢が 多いところが 気になるところであ る。 一方、 その他 

実際に各社が 実践していると 思われる営業方法、 すな む ち。     ンタ一孝 ット ) を 利用したマ - ケティン 

グ 。 宣伝強化、 「 全 営業 ノの 意識を持っ。 営業マンの教育。 営業力の強化、 市場ニ - ズを吸い上げ 細かな 要 

求 に対応できる 営業力、 ユニークで強い 企業の連携などが 挙げられていて 興味深い。 
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図 5 。 企業成長に必要な 施策 図 6, 営業活動の強化方法 

3 諏訪東京理科大学の 産学会連携の 取り組み 

し 、 教育理念として「工学と 経営学の 諏訪東京理科大学は、 システム工学部と 経営情報学部の 

融合教育」を 掲げた大学で、 2 年 4 月に東京理科大学諏訪短期大学を 改組転換して 発足した。 短大 

からの地元企業への 人材供給のみならず、 4 年生大学として 発足してからほ 、 訪 地域の産業発展に 貢 

するため。 種 花の産学会連携活動を 進めてきた。 これまでの産学会連携は。 表 2 に示す まう に 、 大きく 3 つ 

に 集約できる。 ュは 「 科 大学地域コンソーシアム 推進協議会」 という 組 で 実施しているもので 

あ り、 2 は長野県テクノ 訪 テクノレイクサイド 地域センターと 共催で行っている 

域の中堅。 中小企業の抱える 問題点やニーズに 基づく 

層の産学会連携を 進める必要があ る。 本年度は。 ぇの 地域コンソーシアム 事業として。 経営後継者育成とい 

ぅ 地域企業のニーズに 応え「技術経営 塾 」 ( 組織論、 イノベーション。 マーケティンバなどを 含む ) と銘打ち、 

受講者と双方向で 議論する少人数の 塾を開講している。 

表 2   
①公開フォーラム [ 本学教員の研究課題。 成果の発表 ) 

、 パ神 講演で市民を 啓蒙 ) 

と 域内企業間とで 技術開発高度化を 目的に研究発表会開催 ) 

②「諏訪東京理科大学 産学交流ネットワーク」 ( 域内企業と本学とで 関心あ る 

②「ものづくりフェア」 W 岡谷 ) への本学教員の 研究発表、 実演、 展示 

0 諏訪 圏 ものづくり推進機構理事長 山崎 壮 -- 氏 講演より ( 本学、 2 

2) 山本健児、 柑橘 全 治 「中小企業集積地域におけるネットワーク 形成一諏訪。 岡谷地域の事例 刊 

3) P 記載のデータを 簡略化 

一 707 一 


